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研究成果の概要（和文）：本研究では気象庁等が配信する年間の気象値について解析し、日射量

以外の気象予報値から近似・分類手法を用いて日射量予測値を定量化し、太陽光発電設備の先

進的発電電力予測モデルを構築した。また、太陽光発電設備と蓄電設備が併設された電力系統

の最適運用手法を開発した。提案した太陽光発電電力予測手法及び運用計画の有効性は太陽光

発電設備の発電電力変動の抑制に貢献できること、蓄電池容量を十分に有効利用した運用計画

が達成されることをシミュレーション結果より確認した。 
 
研究成果の概要（英文）：This research analyzed yearly weather data such like weather 
reported data of Japan Meteorological Agency. After quantifying solar radiation prediction 
using approximation/classification technique from weather reported data except for solar 
radiation data, and then an advanced power output forecasting model for photovoltaic 
system was constructed. Additionally, this research developed an optimal operation 
technique of electric power system including photovoltaic system and battery system. 
Proposed techniques will contribute to reduce power output fluctuation of the photovoltaic 
system and also achieve an optimal operation with effective usage of the battery capacity, 
the validity of proposed techniques were confirmed by simulation results. 
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１．研究開始当初の背景 
 
太陽光発電設備は石油の代替エネルギー源
であり、地球温暖化対策といった観点から各
国で導入が進められている。しかしながら、
太陽光発電設備が集中的に配電系統に連系
された場合、当該電力系統の電圧変動や周波
数変動等の問題が無視できないレベルに顕
在化し、導入の制約条件となる可能性がある。

したがって、太陽光発電設備の運用において
は、電力系統へ生じる影響を低減する必要が
ある。解決策の一つとしてニューラルネット
ワークならびに樹木モデル等の近似・分類手
法を用いた太陽光発電設備の発電電力予測
が挙げられる。太陽光発電設備の発電電力が
予測可能となれば、当該電力系統の経済的か
つ安定性を有した運用が図れると共に、蓄電
設備等の高価な付加設備の有効活用が可能
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である。国内・国外における太陽光発電設備
の発電電力予測手法については日射量予測
に基づいた手法が一般的である。日射量予測
については統計的に得られた気象データに
基づいて日射量予測モデルを構築する手法
が一般的であり、気象庁等がそれらの業務を
展開している。しかしながら、気象庁等が配
信する日射量予測データは 3 時間～24 時間
平均値といった長い時間幅であり、1～10 段
階の大まかな日射レベルを日射量予測デー
タとして配信している。そのため、既存の電
力系統において有用と考えられる太陽光発
電設備の数分先～数時間先発電電力予測の
需要を満たすことが困難な状況である。太陽
光発電設備と蓄電設備が併設された電力系
統を効率的に運用し、蓄電設備等の高価な付
加設備の利用を低減するためには、より精度
の高い太陽光発電設備の発電電力予測手法
と当該蓄電設備の最適運用手法が今後は必
要になると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では既存の電力系統において有用と
考えられる太陽光発電設備の発電電力予測
について、近似・分類手法を用いた先進的な
太陽光発電設備の発電電力予測手法を開発
する。また、太陽光発電電力予測モデルの誤
差特性を定量的に扱い、高価な蓄電設備の利
用を低減することを目的に太陽光発電設備
と蓄電設備が併設された電力系統の最適運
用手法を開発する。 
 
３．研究の方法 
 
研究の方法は主に以下の二項目である。 
 
(1) 太陽光発電電力予測モデル 
近似・分類手法を用いた気象予報地と日射量
予測に基づく翌日 24 時間先の太陽光発電電
力予測モデルを開発した。図１にそのモデル
の概要を示す。近似・分類手法にはファジー
理論とニューラルネットワークを用い、日射
量以外の気象予報値から日射量予測値を定
量化した。年間の日射量予測誤差を解析し、
予測誤差の補正と太陽光発電電力特性によ
って高精度の太陽光発電電力予測値を得る
モデルを開発した。 
 
(2) 太陽光発電設備の最適運用手法 
日本における太陽光発電事業者を想定し、太
陽光発電設備と蓄電設備の合成出力電力に
よる電力系統連系点への売電利益の最大化
を目的関数とし、現状の日本における風力発
電連系制約と同様の制約条件を設定した。図
２に対象とした太陽光発電システムを示す。
ここで、合成出力電力とは蓄電設備と太陽光

発電設備の出力電力の和を指している。太陽
光発電設備側の最大発電電力は連系箇所の
インバータ容量および電力変換効率を考慮
した制約条件の範囲内で動作を抑制し、太陽
光発電電力予測値から算出した蓄電設備の
充放電指令値に従って合成出力電力を平滑
化する運用手法を開発した。合成出力電力と
蓄電設備の初期エネルギー残存量（充電量）
を決定する最適化手法には、遺伝的アルゴリ
ズムを採用した。 

図１ 太陽光電電力予測手法（〔雑誌論文〕(1) 参照） 
 

図２ 太陽光発電システム（〔雑誌論文〕(2) 参照） 
 
 
４．研究成果 
 
研究成果は主に以下の二項目である。 
 
(1) 太陽光発電電力予測モデル 
湿度と雲量の気象予報値をファジー理論に
適用することで日射量予測値が得られるこ
とを確認した。また、図３に示すように年間
の日射量予測誤差を解析し、予測誤差を低減
する日射量予測補正係数を得た。得られた補
正係数とニューラルネットワークを適用す



 

 

ることで翌日 24 時間先の太陽光発電電力予
測の精度向上が可能であることを確認した。
図４に太陽光発電電力の例を示し、図５に従
来手法（持続予測手法）による翌日２４時間
毎における太陽光発電電力予測誤差の絶対
値、図６に提案手法に予測結果を示す。提案
手法により、太陽光発電電力予測誤差が低減
されていることが確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 日射量予測補正係数（〔雑誌論文〕(1) 参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 太陽光発電電力（〔雑誌論文〕(1) 参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 従来手法による太陽光発電電力予測（〔雑誌論文〕

(1) 参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 提案手法による太陽光発電電力予測（〔雑誌論文〕

(1) 参照） 
 
(2) 太陽光発電設備の最適運用手法 
蓄電池併設型太陽光発電システム（図２）の
最適運用計画について、図７及び図８に遺伝
的アルゴリズムによる最適化シミュレーシ
ョン結果を示す。各図の上側は蓄電設備を用
いない場合、下側は蓄電設備を用いた場合を
示している。また、ケース１は許容される発

電電力変動を緩和した場合、ケース２は許容
される発電電力変動を厳しく制限した場合
を示している。これらの結果より、提案手法
により太陽光発電設備の発電電力変動を抑
制し、完全予測に近い売電利益が得られるこ
とを確認した。ただし、太陽光発電電力予測
誤差の影響を低減するためには、ケース２の
ように発電電力変動を厳しく制限する必要
が生じることを確認した。また、蓄電池容量
を十分に有効利用した運用計画が達成され
ていることを確認した。本手法はこれから系
統に導入する太陽光発電設備、さらに既存の
太陽光発電設備に対しても、最適な運用計画
を立案することが可能と推察される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７ 最適運用シミュレーションケース１（〔雑誌論文〕

(2) 参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８ 最適運用シミュレーションケース２（〔雑誌論文〕

(2) 参照） 
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